別紙
　　年　　月　　日

　岩手県環境生活部若者女性協働推進室御中
  (FAX：019-629-5354　電子メールアドレス：AC0006@pref.iwate.jp)

現地説明会参加申込書

【提出期限：令和７年２月12日（水）正午】
　「ＮＰＯ活動交流センター」管理運営業務企画提案募集に係る現地説明会（２月14日開催予定）への参加を申し込みます。
	商号又は名称
（法人・団体名）
	

	所在地
	

	担当者氏名
	


	電話
	

	FAX
	

	E-mail
	

	参加人数
	人


【様式１】
	団体名：　　　　　　　　　　　　　　　
担当部門：　　　　　　　　　　　　　　　
御担当者：　　　　　　　　　　　　　　　
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　　　　　　　　　　　　　　　
電　　話：　　　　　　　　　　　　　　　
F　A　X ：　　　　　　　　　　　　　　　


ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務
公募型プロポーザル実施要領等に関する質問票
【 提出期限：令和７年２月19日（水）正午】
	No
	資料名称
	該当頁
	該当項目
	質問内容

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	


〔留意事項〕１　提出期限内に提出してください。期限を過ぎたものは受け付けません。
２　電子メール又はFAXで送信してください。

（メールアドレス：AC0006@pref.iwate.jp、FAX：019-629-5354）

３　質問項目ごとに１行使用してください。

４　質問項目が多い場合は、適宜、行を追加してください。

【様式１-２】
令和　年　　月　　日　
　岩手県知事　達 増　拓 也　様
　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　 印
参加資格確認申請書
ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務に係る公募型プロポーザル参加資格について確認されたく、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
「公募型プロポーザル実施要領」の「２　参加者の資格要件等」に定める次の内容について、虚偽がないことを宣誓します。
１ 法人その他の団体（以下「応募団体」という。）又は複数の法人その他の団体で構成されるグループ（以下「応募グループ」という。）であること。
２　応募グループで応募する場合は、以下のいずれの要件も満たすこと。
　(1)　代表となる法人その他の団体（以下、「代表団体」という）を定めること。
　(2)　応募グループを構成する法人その他団体等が明確であること。
　(3)　構成員間における協定書等において、事故が起きた場合等の責任の所在が明確になっていること。

３　応募団体又は応募グループの代表団体は、特定非営利活動法人等、営利を目的としない法人その他の団体であり、かつ、岩手県の市民活動の推進に関する実績又は能力があること。

４　本業務の実施について、県の要求に応じて即時に来庁し、対応できる体制を整えていること。
５　応募団体又は応募グループを構成する法人その他の団体は、以下の全ての要件を満たすこと。

(1)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
(2)　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがされている者又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがされている者でないこと。
(3)　最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

(4)　事業者の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。

なお、県は、事業者の役員等が暴力団員等かどうかを警察本部に照会する場合があること。

(5)　参加資格確認申請書類の提出の日から委託候補者を選定するまでの期間に、県から一般委託契約に係る入札参加制限等措置基準（平成23年10月５日出第116号）に基づく入札参加制限又は文書警告に伴う非指名の措置を受けていない者であること。
(6)　(5)までの期間に、県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日建振第281号）、建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成18年６月６日建技第141号）、物品購入等に係る指名停止等措置基準（平成12年3月30日出総第24号）などに基づく指名停止又は文書警告に伴う非指名の措置を受けていない者であること。

(7)　宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。
(8)　特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。
６　 単独で企画提案した参加者が、その他の応募グループの構成員となっていないこと
【様式１－３】

役　員　名　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　

	役　　名
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
	団体名・職名
（他に生業がある場合）
	報酬の
有無
	行政

経験の

有無
	備考

	
	
	（例：㈱○○社○○部○○課 主査）
	
	
	


注）複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。

【様式２】
ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務企画提案書

　　　　　　　　　　　
所　在　地　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　
※　適宜行間を調整して作成してください。
	委託業務の内容
	提案内容

	１　運営の基本方針・特に重視する点等
	※　基本方針等の前提となる市民活動、ＮＰＯ活動交流センターの現状や課題認識、別添「いわて県民計画（2019～2028）」の長期ビジョン及び同計画の第２期アクションプランの内容を踏まえて記載してください。


	２　成果目標・ビジョンについて
	※　本業務を実施するにあたっての成果目標・ビジョンについて記載してください。


	３　委託業務の内容
(1) 市民活動への参加・参画機運の醸成
	①　情報収集・情報提供業務
②　ホームページ等の情報発信・運営管理等
　

③　相談等業務
④　ＮＰＯ・ボランティア活動情報誌作成業務　
※　総ページ数、発行部数、年間の発行回数のほか、情報誌に掲載する内容の概要について記載してください。


	３　委託業務の内容
(2) 地域の実情に応じた、ＮＰＯ、地域コミュニティ団体、企業、行政等による連携・協働のネットワークづくり
	①　市町村及び中間支援ＮＰＯとの連携
②　県内ＮＰＯと企業とのマッチング支援

	３　委託業務の内容
(3）ＮＰＯへの運営基盤強化に向けた支援
	①　ＮＰＯ等の運営基盤強化のためのセミナー開催
②　支援が必要なＮＰＯへの専門家の派遣


	３　委託業務の内容
(4) その他ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務
	①　第三者評価のための運営委員会の設置運営業務

②　災害時の対応


	３　委託業務の内容
(5) 県民活動交流センター運営調整業務
	①　総合受付業務
②　県民活動交流センターの運営調整
③　共用施設、備品の貸出業務及び軽微な修繕



	３　委託業務の内容
(6) その他、センターの設置目的に沿った自由提案（任意）
	

	４　組織体制・職員配置について
	※　組織体制や職員の配置について記載してください。必要な場合は、別紙で体制図やシフト表等を提示してください。また、人材育成等についてアピールしたい点があれば記載してください。

	５　危機管理対応
	

	６　環境保全
	

	７　受託者と県との役割
	

	８　その他
	※　企画提案者の実績など、特にアピールしたいことを記載してください。



【様式３】
業務に関わるスタッフ一覧

	氏　名
	担当業務（兼務する業務）
	ＮＰＯ活動等の経歴
（活動歴がある場合に記載）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）１　今後採用を予定している場合は、氏名欄に人数を、担当業務欄に採用予定者の業務内容を記載してください。

２　担当業務で、ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務以外に兼務する業務があれば、その内容を括弧書きで記載してください。
【様式４-１】
組織等に関する調書

	項　目
	内　　　容

	団体の名称
	

	代表者職・氏名
	

	団体設立年月
	年　　　　月（活動歴　　　年　　ヶ月）

※特定非営利活動法人の場合、法人格取得前の活動歴を含みます

	専従職員の有無


	有〔　　　〕名　（うち有給　　名・無給　　名）　・　　無　

会員数　　　　名

	事務所所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

	団体の活動目的
	

	現在の活動内容及び業務内容
	

	類似事業等の事業実績、実施見込み
	（過去に本事業に類似した経歴等や県等からの受託事業の実績がある場合。事業実施年度、事業名、事業費、事業概要を記入してください。来年度受託等により事業を実施することが確定している事業についても記入してください。）




注）１　応募団体又は応募グループの構成員が、非営利で活動する法人その他の団体である場合に記載してください。
２　複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。
【様式４-２】
会社(団体) 概要
１ 会社(団体)概要
	項　目
	内　　容

	名称又は商号
	

	所在地
	

	代表者職・氏名
	

	設立年月
	

	主な業務内容
	

	業種・資格免許等
に係る許認可番号
	＊全て記載してください。別紙添付可。


	岩手県へ業者登録
	※物品、工事、委託等で登録をしている場合は、登録通知の写しを添付してください。

	資本金
	

	支店・営業所等
	

	グループ会社等
の状況
	

	従業員数
	

	決算概要
(直近の3ケ年)
	※　決算報告書類から抜粋してください。直近の決算については、財務諸表を添付してください。
区　分
R . ～R .
R . ～R .
R . ～R .
売上高
営業利益
経常利益
法人税、住民税
及び事業税
当期純利益



※　応募グループの構成員が発行株式の全てを保有する完全親会社又は応募グループの構成員が発行株式の全てを保有する完全子会社があるときは、それぞれについて会社(団体)概要を作成してください。
２ 社会貢献活動その他を通じた岩手県への貢献実績及び今後の計画
	※詳細がわかる資料等があれば添付してください。



注）１　応募グループの構成員が、営利事業が主たる活動である法人その他の団体である場合に記載してください。
２　複数の法人その他の団体の場合は、別葉で記載してください。
【様式５】
事業等に関する調書（その他の受託事業及び補助事業の状況）

	事業名
	委託者等
	委託等の期間
	事業内容
	事業費
	従事人数

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注）１　応募時点における、行政等からの受託事業及び補助事業を掲載してください。

２　応募時点で、応募予定の他の委託事業及び補助事業がある場合は、「事業名（見込み）」として掲載してください。

３　複数の法人その他の団体で構成する場合は、別葉で記載してください。

（様式６）

見　積　書

	積算項目
	金　　　　額

	人件費
	当業務の実施に係り雇用する職員の給与、各社会保険料（健康保険料、厚生年金保険料、児童手当拠出金、雇用保険料の事業主負担分）、手当（通勤手当等）は積算に入れてください。

　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円

	謝金
	（専門家の派遣料、セミナー講師など）
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円

	印刷代
	　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円

	書籍購入代
	（ＮＰＯや多様な主体の参画・協働に関する書籍等の購入代）
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円

	消耗品代
	（事務に要する消耗品費、コピー機のリース料）

計　　　　　　　　　　円

	通信費
	（郵送料、講座のオンライン開催に係る通信費など）
計　　　　　　　　　　円

	旅費
	（県内中間支援ＮＰＯ・市町村との連携、専門家の派遣、職員能力研修など）

計　　　　　　　　　　円

	使用料
	（会議室使用料、講座に使用する端末のリース料など）
計　　　　　　　　　　円

	その他所要経費
	（使途を必ず記載してください。）
　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　円

	管理費
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	消費税（10％）
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	うち、情報発信業務経費（ホームページ・ＳＮＳアカウント活用、情報誌作成）


	１　人件費（情報誌の発行業務に要する人件費）　　
２　印刷費（冊子印刷代）

　　　　　　　　　　　　　　　円

３　通信費（電話代・郵送料）

　　　　　　　　　　　　　　　円

４　旅費（取材・打ち合わせ等に要する旅費）

　　　　　　　　　　　　　　　円


注）１　消費税及び地方消費税の税率は10％として見積ってください。

２　積算の内訳についても記載してください。

（様式７）

自主事業に係る所要額内訳書
	
	説　明　・　金　額

	１
	（事業名）

（事業内容）

（予算額）　　　　　　　　円

内訳



	２
	（事業名）

（事業内容）

（予算額）　　　　　　　　円

内訳



	３
	（事業名）

（事業内容）

（予算額）　　　　　　　　円

内訳



	消費税
	　　　　　　　　　　　　　円

	合計
	　　　　　　　　　　　　　円


注）１　消費税及び地方消費税の税率は10％としてください。

２　予算額の積算内訳についても記載してください。

３　事業数は、いくつでも構いません（３つ以上可）。

４　自主事業に係る経費は、ＮＰＯ活動交流センター管理運営業務の委託費に含まれません。
5

